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［社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年制定、昭和63年度施行）により創設された名称独占の国家資格  

【▼▼▼ ‾‾‾‾‾－▼‾‾■－‾‾‾‾‾ ‾－‾ － －－－ － －－ －－－－－ － －－－－－－－一一－－ － －－－－－－ －－－－－－－－－－ －－－－ －－ －一一－－ －－－－ －－－－ － －－－■－－■■  

；′○社会保障審議会福祉部会において、介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方について、意見書取りまとめ（平成18年12月）  
：○ 参・厚労委における介護保険法等の一部改正法案に対する附帯決議（平成17年6月） l  

、優秀な人材を介護の職場に確保していくため、介護労働者の雇用管理や労働条件の改善、  



社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律案の概要  

【介護福祉士】  

①卿如卒業者は、資格を取得するためには、薮た⊆   
国家試験を 受験する仕経みとする8  

②「福祉系高校」について、教科目・時間数だけでなく新たに   

教員要件、教科日の内容等にも基準を課すとともに、文塵   
科学木昏倒揖導監督に服する仕組みとする。  

③「実務経験J （3年以上）に加え、新たに6月以上の養成課   
する仕組みとする。  ①個人の尊厳を保持し、その有する能力・適性に応じ自立し   

た日常生活を営むことができるよう、常にその者の立場に   
立って、誠実に業務を行わなければならない。  

【社会福祉士】  

④「福祉系大学Jの実習等の教育内容、時間数等について、   
部和学大臣御 車する。  

⑤「行政軌経験に加え、新た㈱嘩横澤埠を嘩た  

等に応じ、社会福   ②介護福祉士は  
祉士は地域に即した創意とエ夫を行いつつ、業務を行わな   
ければならない。  

③サービスが総合的かつ適切に提供されるよう、福祉サ｛   
どえ提供者」医師草申保嘩医鱒サ十ギネ嘩喋草そ¢他¢   

関係者との連携を保たなければならない。  

④資格取得後も、社会福祉・介護を取り巻く環境の変化に適   
応するため、却哉・技能の向上に努めなければならない。  

する仕組みとする。  

止士の  

①社会福祉主事養成課程を修了後、2年以上の実務経験を   
有し6月以土の養成課程を経たものに、新たに国家試験の   
受験資格を付与する。  
②身体睦書巻福祉司i却的障害者福祉司等の任用資格とし   

て、社会福祉士を位置付ける。  
■甲子期日  

金玉旦＝定義規定・義務規定の見直し、社会福祉士の任用資格としての位置付けの拡大（1、2及び4②）  
平成21年4月1日＝介護福祉士の教育内容の充実、社会福祉士の資格取得方法の見直し（3②－④・⑤及び4①）  
平成24年4月1日：介護福祉士の資格取得方法の見直し（3①・③） ＊平成25年1月試験から実施   



介護保険サービスで就労する介護職員のうち、施設で約4割、在宅で約2割が介護福祉士であるなど、介護  
を支えるマンパワーとして中核的な存在（累計資格取得者数：約54．8万人）。  

介護福祉士  

養成施設ルート  

【参考】現行の資格取得者数等の状況  

福祉系高校ルート  実務経験ルート  

平成18年朗馳鮪  これまでの資舶脚の累計   

養胞トト  約2．0万人（約25％）  約20．6万人郎7％）   

福祉系高校ルート  鮒5万人（約5％）   

実務楓トト  約5．6万人（約70％）   
約34・2万人（約63％）  

合計   鰍0万人   糾8万人   

（409校  487課程）  

l ： ＊平成18年の国家試験の状況  

l  

国 家 試 験  

受験者数 約13．0万人  
合格者数 約 6．1万人  

養成施設2年以上  福祉系高校  養成施設6月以上  （合格率約47％）  

±
－
・
 
 福祉に関する相談援助を行う者として、社会福祉施設等、社会福祉協議会等、医療機関、行政機関などが主  

な就労先となっているが、任用・活用の状況は低調（累計資格取得者数：約8．3万人）。  
社会福祉士  

福祉系大学等ルート  養成施設ルート  行政職ルート  

．・’【参考】現行の資格取得者数等の状況  
国 家 試 験  

平成18年度資格取得者   

福祉系大学等ルート  約0．8万人（約65％）   

一般養成施設ルート  約0．4万人（約35％）   

行政軌トト   43人（約0％）   

四   粧2万人   

養成施設1年以上  児童福祉司等  

： ＊平成18年の国家試験の状況  
受験者数 約4．4万人  
合格者数 約1．2万人  

（合格率約28％）  ㊨   



2 介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見  

介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見   

本部会は、1988年（昭和63年）の社会福祉士及び介護福祉士法の施行か  

ら現在18年が経過している介護福祉士制度及び社会福祉士制度について、その  

後の介護や社会福祉を取り巻く状況の変化を踏まえ、本年9月以降4回にわたっ  

て審議を行い、「介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見」を取  

りまとめた。  

介護福祉士制度については、2006年（平成18年）1月に、厚生労働省社  

会・援護局長の私的懇談会として「介護福祉士のあり方及びその養成プロセスの  

見直し等に関する検討会」が設置され、8回にわたり外部の有識者によるプレゼ  

ンテーションも含め広範囲にわたる検討を行った結果として、7月に報告書が取  

りまとめられている。   

報告書においては、制度施行後の介護福祉士を取り巻く状況の変化について整  

理した上で、求められる介護福祉士像、資格制度の在り方等について提言が行わ  

れていることから、本部会としては、これを踏まえつつ、介護福祉士制度の具体  

的な在り方について審議を行った。  

また、社会福祉士制度については、本部会において、制度施行後の社会福祉士  

を取り巻く状況の変化を踏まえつつ、社会福祉士制度の現状と課題について整理  

を行った上で、これを解決していくための社会福祉士制度の見直しの方向性につ  

いて審議を行った。  

本意見書は、介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関わる事項のうち、  

特にその養成の在り方を中心として、法律改正も視野に入れつつ、取りまとめを  

行ったものである。   

介護福祉士、社会福祉士を始めとする福祉人材の確保については、本部会にお  

いて引き続き審議を行い、社会福祉法に基づく「社会福祉事業に従事する者の確  

保を図るための措置に関する基本的な指針」の見直し等について、検討を行って  

いくこととしている。  

厚生労働省においては、本部会の意見を踏まえ、制度の見直しが必要な事項に  

ついての法律改正案を次期通常国会に提出するなど、改革に早急に取り組み、着  

実に実行されたい。  

一42－   
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第1介護福祉士制度の在り方について  

［亡  介護福祉士制度の見直しに当たっての基本的視点  

○ 介護福祉士は、介護福祉士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって   

介護を行うこと等を業とする名称独占の国家資格であり、1988年（昭和   

63年）の制度施行から現在に至るまで、約54．8万人が資格を取得して   

いる。また、介護保険の施設サービスで就労する介護職員の約4割、在宅サ   

ービスで就労する介護職員の約2割が介護福祉士となっているなど、今日、   

介護福祉士は、介護を支えるマンパワーとして中核的な存在となってきてい   

る。  

○ 一方、介護福祉士制度の施行から現在に至るまでの間に、高齢者介護や障   

害者福祉を取り巻く状況は大きく変わってきている。  

2000年（平成12年）からの介護保険制度の施行とその後の見直しの   

中で、個室・ユニットケアの特別養護老人ホーム、要介護状態になっても住   

み慣れた地域での生活を継続できるような小規模多機能型居宅介護等の地域   

密着型サービス拠点など、個別ケアや認知症ケア等の新しいケアモデルに対   

応できるサービスの構築が進められてきている。  

また、2003年（平成15年）の障害者支援責制度の施行及び2006   

年（平成18年）の障害者自立支援法の施行の中で、障害者に対するケアに   

おいても、利用者本位のサービス体系への再編が進められる中で、地域生活   

支援、就労支援といった側面をより一層重視したケアが求められるようにな   

ってきている。   

介護福祉士には、このような高齢者及び障害者に対する新しいケアに対応   

できるような資質の確保及び向上が求められていると言える。  

○ 一方で、総人口が減少し、労働力人口も減少が見込まれる中で、少子高齢   

化が急速に進展しており、2015年（平成27年）にはいわゆる「団塊の   

世代」がすべて65歳以上となり、2025年（平成37年）には75歳以   

上の後期高齢者が現在の約1千万人から約2千万人に倍増するなど、今後と   

も高齢者介護のニーズは増大することが見込まれている。  

また、障害者に対するサービスにおいても、2003年（平成15年）の   

障害者支援貴制度の施行以降、利用者が急増してきている。  

4  
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このような中で、高齢者及び障害者に対する介護の担い手となる人材の確  

保は継続する重要課題であり、介護福祉士には、その資質の確保及び向上の  

みならず、介護の担い手としての量的確保が求められていると言える。  

○ 本部会においては、「高齢者介護や障害者福祉を取り巻く状況の変化を踏   

まえつつ、専門資格としての介護福祉士の養成の直り方の側面と、介護の担   

い手の人材確保の側面とを如何に調和させていくのか」という観点を基本に   

据えつつ、介護福祉士制度の在り方について検討を行った。  

Ⅱ 求められる介護福祉士  

○ 前述の検討会報告書においては、介護福祉士制度の施行から現在に至るま   

での高齢者介護や障害者福祉を取り巻く状況の変化を踏まえ、高齢者及び障   

害者に対する新しいケアに対応できるような、これからの介護福祉士の養成   

に当たっての目標について、以下の12項目のとおり整理が行われている。  

竜① 尊厳を支えるケアの実践   

≡② 現場で必要とされる実践的能力   

室③ 自立支援を重視し、これからの介護ニーズ・政策にも対応できる   

室④ 施設・地域（在宅）を通じた汎用性ある能力   

ぎ⑤ 心理的・社会的支援の重視   

ぎ⑥ 予防からリハビリテーション、看取りまで、利用者の状態の変化に対  

応できる   

…⑦ 他職種との協働によるチームケア  

喜⑧ 一人でも基本的な対応ができる   

室⑨ 「個別ケア」の実践   

…⑩ 利用者・家族、チームに対するコミュニケーション能力や的確な記録・  

記述力  

≧⑪ 関連領域の基本的な理解   

宣⑫ 高い倫理性の保持  

○ 今後、本部会に限らず、介護福祉士制度の見直しに係る具体的事項につい   

て検討を行っていく様々な場においても、この「求められる介護福祉士像」   

を実現していくことが最終的な目標であるということを共有した上で、検討   

を行っていくべきである。  

－46一   
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○ 例えば、介護福祉士養成課程における教育内容等の見直しについては、専   

門家■実践者による作業チームにおいて検討が行われている。  

具体的には、まずは教育力リキュラムの見直しについて、高等学校卒業者   

等が養成施設等において2年以上必要な知識及び技能を学ぶ課程（以下「養   

成施設2年課程」という。）における時間数（1，800時間）及びその具体   

的な教育内容を基準としつつ、他の課程における時間数やその具体的な教育   

内容について検討が行われ、中間的な取りまとめが行われている。  

引き続き、それぞれの課程における具体的な教育内容に加え、教員要件、   

施設設備基準、実習施設の要件、実習指導者の要件のほか、介護福祉士の養   

成課程同士の間での既修得科目の認定や社会福祉士等の他の福祉関係職種の   

養成課程との間の単位認定についても検討を行っていくこととされているが、   

検討に当たっては、「求められる介護福祉士像」を実現していくことが最終的   

な目標であるという姿勢を基本としていくべきである。  

○ なお、教育力リキュラムについては、今回の見直しの後においても、介護   

ニーズの変化のほか、新教育カリキュラムを履修した者の資格取得後の就労   

状況、介護現場における状況、資格取得後の研修等の受講状況等を踏まえ、   

今後、定期的に見直しを行っていくこととするべきである。  

○ また、介護福祉士制度の施行後の高齢者介護や障害者福祉を取り巻く状況   

の変化を踏まえ、法律上の介護福祉士の役割、責務等についても、見直しを   

行っていくべきである。  

例えば、  

・現行の定義規定の中では「入浴、排せつ、食事」の身体介護が例示され  

ているが、実際の介護現場においては心理的・社会的支援の側面も重要で  

あり、これを明示すべきではないか   

－ チームとして介護を提供する中での介護福祉士の位置付けや担うべき役  

割について、これを明示すべきではないか  

・業務を行うに当たっては、医師その他の医療関係者との連携を保たなけ   

ればならない旨の規定が置かれているが、福祉サービスが普遍化する中で   

福祉関係者との連携も重要であり、これを明示すべきではないか   

といった指摘がなされているところであり、これを踏まえ、見直しについて   

検討を行う必要がある。  
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